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はじめに
厚生労働省が2014年に発表した推計では、2017
年の時点で日本に必要な保育士数は46万人、その
一方で2014年当時、実際に保育士として働いてい
る人数が40万人弱であることから、将来的に保育
所などにおいて深刻な保育士不足が生じると予想さ
れていた。その後、政府が未就労の保育士有資格者
に対する就労支援などの方策を実施したことによ
り、現在は当時の推計よりも状況の改善が見られて
いるものの、我が国の保育所では今なお保育士の確
保が容易ではない状況が継続している。
また、我が国の中小企業において就労する外国人
労働者の数は増加傾向にあり、そのうち身分資格で
滞在する日系人や永住権の取得者、日本人の配偶者
などの我が国に長期滞在が可能な在留資格を持つ外
国人も一定数を占めるようになってきている。彼ら
は家族を帯同して日本に在留することが可能である
ため、配偶者や子どもといった家族とともに日本に
来訪して長期間滞在することや、あるいは日本滞在
時に子どもが誕生して、未就学の子どもを保育所や
幼稚園などに預けることが考えられる。
さらに、全国の国際結婚数は1990年の25,626人
から2006年の44,701人にまで増加しており、その
後は減少傾向1にはあるものの、我が国全体の総婚
姻数の減少により総婚姻数に占める国際結婚の比率
自体は近年増加に転じている。そして、統計上は日
本人男性の国際結婚数が日本人女性の国際結婚数を

常に上回る状況2が続いているため、日本に滞在し
て子育てに携わる外国人女性の数も少なくはない。
このような状況の中で、本稿では中小企業におけ

る外国人材の活用に大きな影響を与えると考えられ
る未就学の外国人児童3を巡る現在の状況と今後の
対応策について保育所や認定こども園などの保育施
設を中心に考察する。併せて、外国人児童への対応
に加えて日本人児童の国際化対応への要望といった
課題にも対応するために、今後、保育所において外
国人材を保育従事者として活用することができる可
能性について、外国人材を保育従事者として雇用す
る場合に生じるメリット・デメリットなどに留意点
しながら検討する。そして、我が国の中小企業にお
ける今後の外国人材の活用のためには、保育所の国
際化対応が重要であり、外国人材の活用による保育
所の機能強化が不可欠であることを提言したい。

１．我が国の保育所を取り巻く現状 
― 保育・幼児教育制度の現状 ―

現在の我が国における保育及び幼児教育の制度は、
戦後の1947年に制定された児童福祉法と学校教育法
により始まっている。この2つの法律によって、親が
就労などで子どもの面倒を見られない場合に利用が
限定される児童福祉施設としての保育所と、学校教
育体系の中に位置づけられ、幼児教育を目的とする
幼稚園が並立し、前者は厚生労働省が所管し、後者
は文部科学省が所管する幼保二元体制が成立した。

1　 2019年の国際結婚総数は21,919人であり、全結婚総数の3.7％となっている。また、その内訳は「夫日本人・妻外国人」が 14,911 件、「妻日本人・夫外国人」が 7,008 件で、前者が後
者の２倍以上多い。

2　 我が国では、1975年以降、日本人男性の国際結婚数が日本人女性の国際結婚数を上回る状況が続いており、日本人男性が結婚する外国人女性の国籍は中国やフィリピンなどのアジア
出身者が多い状況が続いている。

3　本稿では児童福祉法第4条の定義に基づき、保育所などに入所する乳幼児を児童と呼称する。
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その後、両者を統合し、一体的な運用を図る幼保
一元化4の流れの中から、2006年には新たに保育所
と幼稚園の機能を併せ持ち、教育、保育などの総合
的な提供を行う施設を創設する認定こども園5制度
が成立し、これを内閣府が所管することとなった。
このようにして、現在の我が国の保育・幼児教育制
度は、保育所、幼稚園、認定こども園という三種類
の施設が併存する三元体制の状況となっている。
また、現在の我が国の保育所は都道府県知事や政
令市長などの認可を受けている認可保育所6と認可
を受けておらず、都道府県などへの届出のみで設置
が可能である認可外保育施設に区分される。近年は、
認可を要しない認可外保育施設の中でも企業が自社
の従業員などの子どもを勤務時間中に預かることを
目的とした「企業主導型保育所7」や、夜間に勤務す
る勤労者のために夜間保育などに対応した「ベビー
ホテル8」といった施設の設置数が増加傾向にある。
これらの施設は保護者の多様な働き方に起因した幅
広い保育需要を満たしている状況にある。
なお、外国籍の子どもの保育については、国として
の明確な法的根拠やガイドラインが存在せず、2018
年に厚生労働省において策定された保育所保育指針9

において指針が示されているのみである。また、我が
国の保育所における保育従事者の国籍は、日本人が
ほとんどを占め、外国人材の活用は極めて少ない。
保育所での外国人材活用に係る先行研究として
は、三井、韓、林、松山（2018）が日本における「多
文化保育・教育」の研究の動向と今後の課題につい
て考察を行い、「多文化保育・教育」についての研究
が1990年代以降、極めて限定的なものにとどまっ
ていたことを明らかにしている。
また、佐々木（2021）は日系南米人が多い群馬県
大泉町の保育園に勤務する外国籍保育士が保育現場

にもたらした成果を事例で紹介し、外国籍保育士は
多文化共生保育において重要な役割を担う存在であ
るとしている。ただし、佐々木（2021）は主として
外国人児童に対する外国籍保育士の成果を取り上げ
ており、日本人児童に対する外国籍保育士の役割は
さほど触れていない。
この他に、是川（2013）は我が国における外国人
女性の出生力は日本人女性のそれを下回る水準10で
あることを分析している。是川（2013）では定住に
よる社会適応により出生力が向上する傾向にあると
されていることから、保育所や認定こども園での外
国人材活用は外国人女性の社会適応を促進し、出生
力を向上させる可能性があると考えられる。

２．�保育所における日本社会の 
国際化への対応

（1）外国人児童数の増加に対する保育所の状況
近年、我が国で就労する外国人労働者が増加す

る中で、特に外国人の多く集住する地域において
は、保育所や認定こども園などに在籍する可能性の
ある0歳から5歳までの年齢の外国人の子どもの数
は新型コロナウイルスの感染拡大の影響を受けた
2020年以降を除いて一貫して増加してきた（図表1
参照）。地域社会に外国人の子どもが増加する中で、
日本の保育所や認定こども園に在籍する外国人児童
に対する円滑なサポートの実施は保育施設にとって
大きな課題となった。
特に外国人の子どもとその保護者は日本語力が不

十分なケースも多く、言語的な障壁から意思の疎通
が難しいことが問題であった。この問題に対して、
市区町村が運営する公立保育所や公立認定こども園
においては、運営主体である市役所や区役所などで

4　幼稚園と保育所という２つの教育・保育施設の抱える問題点などの解決を目指すために、両者の一体的運用を図ることを目指す政策である。
5　 認定こども園には､地域の実情や保護者のニーズに応じて選択が可能となるよう、幼保連携型（認可幼稚園と認可保育所の連携、施設共用により一体的な運営を行うも
の）、幼稚園型（認可幼稚園に保育所の機能を附加するもの）、保育所型（認可保育所に幼稚園の機能を附加するもの）、地方裁量型（認可施設ではないが地域において
幼稚園及び保育所の機能を有するもの）といった多様なタイプがある。

6　 認可を受けた新たな形態の保育施設としては、2015年の「子ども・子育て支援法」により設立が認められた小規模保育事業に基づく小規模保育所がある。小規模保育所は
地域の保育ニーズにきめ細かく対応することを目的として市区町村が認可し、定員が6～19名と小規模で、待機児童の大半を占める0～2歳を対象としているなどの点で定
員が20人以上である従来の認可保育所と違いがある。

7　 企業主導型保育所は複数の企業による共同運営が可能であり、また、事業者が保育サービス内容に合わせて自由に設定することができるため、企業が従業員の福利厚生を
目的として、一般の認可外保育所より安く設定することが可能である。

8　ベビーホテルとは、午後８時以降の夜間保育、宿泊を伴う保育、一時預かりの子どもが利用児童の半数以上のうち、いずれかを満たす施設である。
9　 保育所保育指針では「保育所では、外国籍の子どもをはじめ、様々な文化を背景にもつ子どもが共に生活している。保育士等はそれぞれの文化の多様性を尊重し、多文化
共生の保育を進めていくことが求められる。」と示されているが、具体的な保育内容やカリキュラムまでは説明されていない。

10　有川（2013）95頁参照。
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雇用されている通訳者や外国人コーディネーターが
保育所や認定こども園を巡回あるいは派遣されて外
国人の保護者や子どもの支援を行う、または、専任
の通訳者や補助スタッフを保育所などに直接配置し、
支援を行うといった対応がなされることが多い11。
その一方で、社会福祉法人や中小企業が運営する
比較的小規模な保育所や認可外保育施設などにおい
ては施設独自での通訳者の雇用は資金的にも人材の
確保面においても容易ではない。そのため、そのよ
うな小規模の保育所などにおける外国人児童とその
保護者に対する説明や手続きなどの対応は、現実的
には外国人児童とその保護者とのカタコトの日本語
による対応や携帯型の通訳機あるいはスマートフォ
ンの翻訳アプリなどを活用した対応に依存せざるを
えないことが多くなっている。
また、外国人児童とその保護者の日本語力が乏し
い場合には、保育士を始めとする日本人の保育従事
者が外国人児童の母語である外国語を学ぶことによ
る対応も可能ではあるが、一般的に外国語の習得に
は時間がかかり、在籍する外国人児童とその保護者
が多国籍に渡る場合、複数の外国語を同時に習得す
るのは難しいことから、保育従事者が外国語を学ぶ
としても保育に必要な基本的な単語の習得程度にと
どまらざるを得ないことが多い。
さらに、日本に在留する外国人は中国やブラジル
などの出身者が多く、英語を公用語とする国の出身

者が少ないために、一般的な日本人が学校で学び、
理解することのできる英語による意思疎通は困難で
あるケースが多く、保育所などにおける外国人児童
とその保護者への対応をより困難なものとしてい
る。ただし、外国人の保護者と違って外国人児童の
場合には日本の保育所などでの在籍期間が長くなれ
ば、保育士や日本人児童との触れ合いの中で、個々
人によって程度の差はあるものの、徐々に日本語を
自然習得していく傾向にある。

（2）日本人児童に対する多文化共生保育の要望へ
の対応
このように我が国の保育所などにおいて近年増加

する外国人児童への対応が求められている一方で、
中小企業も含めた日本企業の海外展開が進展し、加
えて、在留外国人の増加に伴う日本社会の国際化が
進展する中で、日本人児童に対する外国語教育や異
文化理解などを通じて多様性を理解させる多文化共
生保育への需要が新たに発生している。
この日本人児童に対する新たな需要についても、

日本人の保育従事者が研修などを通じて語学能力の
向上や異文化理解を深めて対応することは可能であ
るが、児童の登園時から降園以降までの長時間に
渡って多忙な業務をこなしていて、かつ日本人児童
と同じ文化的背景や習慣を持っている日本人の保育
士のみでは、児童に多様性を理解させる多文化共生

11　三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社（2020）『保育所等における外国籍等の子ども・保護者への対応に関する調査研究事業 報告書』152-153頁参照。

図表1　就学前年齢（0歳～5歳）の在留外国人数の推移

出典：法務省「在留外国人統計（各年12月末現在）」より筆者作成
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教育に対する需要を満たすことは難しいと思われ
る。このため、保育所などにおいて日本人と異なる
文化的背景を持ち、外国語が堪能な外国人材を保育
従事者として活用することは、日本人児童に対する
外国語教育や多文化共生教育に対する需要を満たす
ことのできる対応策の1つとして考えられる。
ただし、外国人保育士が日本人児童や他の国籍の
外国人児童に対して保育を行う際には、日本語での
保育が原則となるため、保育の質を担保するために
も外国人保育士には一定推準以上の日本語力が求め
られることには留意する必要がある。

3．�保育所における外国人材活用
の提言

（1）外国人児童への対応と外国女性人材の活用促
進のために
我が国の現在の入国管理制度では、保育所などに
おいて外国人材を保育従事者として雇用し、活用す
ることは、永住権を持つ定住外国人の場合において
は特段の問題を生じないが、我が国において保育に
従事することを目的として外国人材が新たな在留資
格を得ることは困難な状況にある。
しかし、保育所などにおいて外国人材を保育従事
者として雇用して活用することは、特に外国人材と
同じ国の出身である外国人児童への対応において
は、言語や生活習慣、文化的背景等が共通であるこ
とから深い理解に基づくきめ細やかな対応が可能で
あり、有効な方策となりうると考えられる。外国人
材と違う国の出身である外国人児童への対応におい
ても同じ外国人としての視点から、言語的な障壁や
文化の違いに起因する外国人児童が日本の保育所で
直面する困難を理解し、対応がしやすくなるメリッ
トがあると考えられる。
現状、既存の日本の保育所などにおいては、外国
人材の保育従事者としての活用はほとんど行われて
おらず、在留する多数の外国人児童の保育あるいは
幼児教育の需要を満たしているのは、主に外国人児

童と同じ国出身の外国人が経営する外国人学校の保
育部門12である。外国人学校では、日本人の日本語
教師などを除いては基本的に外国人児童と同じ国籍
の人材が児童の保育や幼児教育に従事している状況
にある。
このような状況は一見理想的であるが、外国人学

校に在籍する外国人児童が外国人学校において日本
人の大人や児童と触れ合うことが非常に少ないため
に、幼少期に日本語を習得し、日本の文化・習慣を
理解して、それに馴染むといった点において、マイ
ナスに作用している面もあることに留意しなければ
ならない。外国人児童が成長後に保護者の出身国に
帰国する場合は、日本語能力や日本社会への適応力
の不足はさほど問題にはならないが、帰国せずに日
本での長期間の定住や永住を希望する場合では、我
が国の企業への就職活動やその後の就業、そして日
常生活などにおいて大きな問題となる。
そのため、特に我が国に定住を希望する外国人の

児童にとっては、母国と同一の環境とも言える外国
人学校で外国式の保育を受けて幼少期を過ごすより
も、外国人児童に対応することができる日本の既存
の保育所などで日本語による日本式の保育を受けて
幼少期を過ごす方が、日本語能力や日本社会への適
応力を身に付けることができ、児童の将来にとって
有利となる可能性が高いであろう。

（2）多文化共生保育と保育所の人材不足への対応
策として
外国人材を保育従事者として活用することは、日

本人児童に対する外国語教育の充実や多文化共生保
育を促進する手段としても有効である。日本人児童
の保育においては小学校からの英語教育を見据え
て、未就学の段階から英語に対する親しみや日常生
活に即した基本的なコミュニケーションの能力を養
いたいという需要が存在するため、英語に堪能な外
国人保育士に対する需要は高い。そのため、児童の
日本語の習得を阻害しない範囲で英語を活用した保
育を実践することは有効である。また、英語以外の

12　認可保育所ではなく、認可外保育施設としての届出がされている事例が多い。
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外国語に対する親しみを持つこともこれからの多文化
共生社会を生きる日本人児童にとって重要である。
加えて、外国人材を保育従事者として活用するこ
とは、我が国の保育所における人材不足を解消する
手段としても有効である。外国人材にとって、日本
の保育士資格や幼稚園教諭免許を取得することは日
本語力の問題などから容易ではない。しかし、これ
らの資格取得には国籍上の制限は存在しないため、
制度上は外国籍であっても資格取得が可能である。
ただし、現在、介護などと違って、保育士の職務
内容に対応する在留資格は存在しないため、外国人
が保育士として日本で継続的に働き続けるために
は、「永住権者」、「日本人の配偶者」、「永住者の配
偶者」などの在留資格を保有する必要がある。保育
所内での語学教師であれば、「技術・人文知識・国
際業務」で在留資格を取得できる可能性があるが、
この場合は保育士の業務には従事できない。
このため、日系南米人を始めとした在留外国人の
子弟に着目したい。第2世代の在留外国人が指定保
育士養成施設13への進学や保育士国家試験14の受験
をすることができるように高等学校の段階における
進路指導や学習支援の充実がなされれば、在留外国
人の子弟を保育人材として育成し、活用する可能性

が開ける。さらに、指定保育士養成施設進学後にお
いても外国籍の学生のために授業や実習指導の工夫
や就職支援の充実が必要である。
外国籍学生が保育所に就職する場合は民間保育所

では特段の問題が生じないが、公立保育所では国籍条
項により外国人の採用を認めていない自治体があるの
で注意が必要である。ただし、職員の国籍条項を撤廃
する自治体は増加傾向にあり、また、公立保育所が民
営化される事例も各地で見られるため、外国籍の保育
人材が活躍できる機会は以前に比べて広がっている。
最後に、政策的に保育に投資を行うことの重要

性について触れたい。2000年にノーベル経済学
賞を受賞したアメリカの経済学者James Joseph 
Heckmanは、就学前の子どもを対象とした教育投
資に関する研究を行い、就学前の子どもに対する教
育投資の収益率は非常に高く、子どもの年齢が高く
なるにつれ、教育投資の収益率が逓減するという研
究成果を発表している（図表2参照）。このことから、
生活の質の向上や経済的な成功には幼少期の教育投
資が重要であり、就学前の教育に力を入れて子ども
の潜在能力を伸ばすことが後の人生に大きな影響を
与えると結論づけている。このHeckman（2006）
の研究成果と外国人の子どもの多くが学校卒業後も

図表2　子どもへの投資に対する収益率の推移

出典：�James Joseph Heckman(2006)“Skill Formation and the Economics of Investing in Disadvantaged Children” SCIENCE, �
Vol 312 より筆者作成

13　厚生労働大臣の指定する保育士を養成する学校その他の施設で、児童福祉法第18条の6第1号で規定されている。
14　指定保育士養成施設を卒業するほかに、年に２回実施される保育士国家試験に全科目合格することによっても保育士資格を取得することができる。
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日本社会に在留するために我が国の企業や地域社会
の担い手として将来的に育成していくことが必要で
あることを考慮すれば、外国人の子どもに対する保
育は今後の我が国における重要な政策の1つとして
進められるべきであると考えられる。

おわりに
本稿では、中小企業における外国人材の活用を促
進するために、保育所における外国人児童への対応
策や日本人児童の外国語教育・多文化共生保育の需
要への対応策を中心に考察を行った。生活習慣や宗
教などの多くの側面において、我が国とは異なる文
化的背景を持つ外国人児童への対応は容易ではない
が、我が国における外国人人材の活躍のためには、
保育所における外国人児童への対応策の整備は不可
欠なものとなっている。
そのためには、日本人の保育従事者が研修などを

受講することによってダイバーシティに配慮した保
育について学び、それを実践するとともに、外国人
材を保育従事者として育成し、外国人児童への対応
や日本人児童の外国語教育・多文化共生保育に活用
することが求められていると言えよう。さらに、外
国人材を加配の保育人材として活用することができ
れば、保育士の日常業務の多忙さを緩和し、保育士
の業務過多に起因する保育中の事故や不適切な保育
の防止、そして、外国人と日本人双方の児童に対す
るきめ細やかな対応が可能になると思われる。

2022年6月15日には、「こども家庭庁設置法」及び「こ
ども基本法15」が国会で成立し、内閣府の外局として、
こども家庭庁16が2023年4月に設置されて子ども政策
のより一層の充実が目指されることになった。子ども
政策の充実を実現するためには、こども家庭庁が所
管する保育所の国際化対応は避けて通れない重要な
事項であり、外国人材の活用による保育所の機能強
化は今後議論されるべき論点であると考えられよう。

15　 こども基本法は、子どもの権利条約の精神に則り、子どもの心身の状況、置かれている環境等にかかわらず、権利の擁護が図られ、将来にわたって幸福な生活を送ることができる社会
の実現を目的とし、子ども施策に関する基本理念と国の責務などについて定めたものである。基本理念には、子どもの意見の尊重、および、子どもの最善の利益が優先して考慮される
ことを掲げ、国が権利条約の内容について国民に周知することや、必要な財政上の措置を講ずることを努力義務として定めている。

16　 こども家庭庁では、子ども政策の一元的な企画立案・総合調整を行うほか、厚生労働省や内閣府などが担当する保育所や認定こども園等に係る事務を所管し、文部科学省が引き続き
所管する幼稚園についても文部科学省と協議・連携を進めて教育と保育の基準等を策定する予定である。
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